


























The Local Eco-Point According to the Types of Residents
～ Case Study in Arakawara City、Tokyo
Hosei University Center for Regional Research
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Abstract
　In	order	 to	design	 the	eco-point	 system,	 it	 is	
necessary	to	set	the	target	of	segment	of	residents	
which	 is	 expected	 to	 start	 the	 environmental	
conscious	action,	and	to	design	 it	based	on	their	
needs.	 In	 this	 research,	 using	 a	 questionnaire	
of	 residents	 in	Arakawa	City,	 it	was	 analyzed	
that	 the	difference	 in	 the	needs	to	 the	menu	 for	
getting	 eco-point	 and	 the	menu	 for	 using	 eco-





the	environment	consideration.	 In	 the	results,	 it	
was	confirmed	that	the	difference	by	the	segment	
of	residents	was	clear.
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1 毎月のエネルギー使用量や環境に配慮した行動記録 ① 37% ⑤ 33% ① 53% ** ③ 38% ① 45% ** ② 35% ③ 43% ③ 41%
2 環境配慮商品や近郊生産商品の優先的購入 ② 36% ⑧ 25% ② 41% ⑦ 30% ① 45% ** ② 35% ① 49% * ① 47% **
3 マイ箸・マイボトルの持参 ③ 34% ③ 35% ② 41% ③ 38% ③ 41% * ① 38% ② 45% ② 44% **
4 地球温暖化に関連する講座や研修、学習会等への参加 ④ 29% ① 37% ⑥ 38% ① 43% ** ④ 36% ** ⑤ 29% ⑤ 34% ⑤ 37% *
5 地域の環境活動（地域の清掃活動や環境イベント等）への参加 ⑤ 25% ① 37% ** ⑧ 37% ⑥ 33% ⑨ 30% * ⑥ 26% ⑥ 33% ⑨ 30%
6 姉妹都市にある森林の植樹や間伐などの作業参加 ⑥ 24% ④ 34% * ② 41% ** ① 43% ** ⑤ 34% ** ⑨ 17% (*) ④ 37% * ⑤ 37% **
7 緑化活動（自宅の屋上緑化や壁面緑化を含む） ⑥ 24% ⑨ 20% ⑩ 26% ⑧ 28% ⑦ 32% ** ④ 30% ⑦ 30% ③ 41% **
8 荒川区内の都電やバス、徒歩散策・区内ミニ旅行 ⑧ 23% ⑪ 16% ⑩ 26% ⑪ 24% ⑥ 33% ** ⑦ 22% ⑧ 29%  ⑦ 33% **
9 地球温暖化に関して、家族や友人、知人、近隣の人と会話 ⑨ 22% ⑩ 18% ⑤ 40% ** ⑨ 26% ⑩ 28% ** ⑨ 17% ⑩ 28% ⑩ 25%
10 太陽光発電の設置し、発電量の荒川区への報告 ⑩ 21% ⑦ 28% ⑨ 34% * ⑫ 21% ⑧ 31% ** ⑦ 20% ⑧ 29% ⑦ 33% **
11 買物の際は、マイバッグを持参して、レジ袋を断る ⑪ 20% ⑫ 15% ⑬ 16% ⑨ 26% ⑪ 26% ** ⑨ 17% ⑩ 28% ⑪ 26% *
12 地球温暖化に関連する地域のＮＰＯ活動等の企画・運営 ⑪ 20% ⑥ 30% * ⑥ 38% ** ⑤ 34% ** ⑫ 24% * ⑨ 17% ⑬ 22% ⑫ 24%
13 日常生活における節電、節水 ⑬ 15% ⑮ 3% (**) ⑭ 15% ⑬ 15% ⑬ 16% ⑬ 14% ⑫ 25% * ⑬ 20%
14 早寝早起きする（朝型の生活をする） ⑭ 12% ⑬ 12% ⑫ 25% ** ⑭ 13% ⑯ 11% 　 ⑭ 11% ⑭ 20% * ⑮ 12%
15 バスや鉄道等の公共交通の利用 ⑮ 9% ⑮ 3% (*) ⑮ 10% ⑯ 8% ⑮ 12% ⑮ 7% ⑯ 16% ⑯ 7%
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ル全体でも 13％と低く、特に「会社員・公務員」、
「若年男性」、「若年女性」においては同回答率が
10％を大きく下回る。
Ⅲ．考　察
　アンケート調査から、住民類型による付与・還元メ
ニューへのニーズの相違も明らかである（表 6）。このた
め、地方自治体等では、エコポイント事業の設計にあた
り、重点的な住民類型のニーズに応じた付与メニューと
還元メニューを設計することが必要である。この際、住
民類型毎のニーズは地域によって異なる可能性があるた
め、可能であれば各地域でアンケート調査あるいは関係
者を集めたワークショップ等を行い、ニーズの整理・把
握を行うことが考えられる。
　ここで、重点的な住民類型の設定が検討課題となる。
本研究で設定した 7つの住民類型はどれも重点的な対象
となり得るが、本研究の結果を踏まえると、エコポイン
トへの感度が高い住民類型を重点対象とすることが考え
られる。これに該当する住民類型は、エコポイントによ
る実施開始率あるいは還元メニューへの回答率が高い
「学校活動参加者」、「会社員・公務員」、「若年女性」等
である。このうち、「学校活動参加者」、「会社員・公務
員」は参加活動や帰属集団がはっきりとしており、参加
活動や帰属集団と連携した事業を行うことで、エコポイ
ント事業の広報や参加呼びかけは比較的に容易であると
考えられる。重点的な住民類型は、本研究の設定以外に
も考えられることから、各地域の状況に応じた検討が必
要である。
おわりに
　本研究でアンケートを実施した後に、東北大震災や原
発事故、それに伴う計画停電等があり、環境配慮行動の
普及施策の意義が変化してきている。
　実際、荒川区ではエコポイントの実施をとりやめ、
「節電マイレージコンテスト」（夏の節電量に応じて懸賞
を提供）を 2011 年に急きょ実施した。荒川区あるいは
他自治体においては、エコポイント事業を設計にあたり、
地球温暖化防止や地域環境活動等だけでなく、エネル
ギー問題への貢献を全面に出した付与・還元メニューを
設定することも考えられる。
　さらに、環境面だけでなく、地域の経済面や社会面の
活性化等を目的とし、持続可能な地域づくりを促すとい
う観点から付与・還元メニューを設定していくことが考
えられる。また、スマートコミュニティづくりの一環と
してHEMS と連動したエコポイント事業を展開するな
ど、さらに機動性のある運用が考えられる。こうしたエ
コポイント事業の拡張の成果の評価や効果的な運用手法
等を今後の研究課題とする。
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